
１　総　括
（１）人件費の状況（普通会計決算）

19.3.31 千円 千円 千円 ％ ％
年度

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

一人当たり （参考）

期末・勤勉手当 給　与　費
（Ｂ／Ａ）

人 千円 千円 千円 千円 千円
年度

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は当初予算に計上された数である。
3 給与費は当初予算に計上された額である。

（３）特記事項
平成１６年１１月１日合併のため、平成１６年度以前の実績なし

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１9年４月１日現在）

①一般行政職

歳

40.7 歳

円

円

332,495

314,600

325,724 円

北杜市の給与・定員管理等について

１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を
示す指数である。

歳出額

43.1

41.8

歳

（年度末）

区　分

住民基本台帳

19 605

区　分 人口

18

人件費率

計 Ｂ

15.116.44,843,785

（参考）
人件費率人件費実質収支

年度の16
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

国

平均給与月額平均給料月額平均年齢区　分

北杜市 355,400 円

山梨県 383,541

1,135,852

354,988 円43.2 歳

2,305,190

給料

346,707

職員手当

平均給与（国ベース）

49,788 人 29,536,614

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
したものである。

職員数

Ａ

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
類似団体平均一
人当たり給与費

6,032

類似
団体

千円

928,770 3,580,667 5,918

円

円

341,400 円

－ 383,541

384,665円

円

円 円380,989 357,931

94.5

97.4

93.8
95.0

97.9

93.3

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

北杜市 類似団体平均 全国市平均

H18

H19



②技能労務職

③教育職

（注） １　「平均給料月額」とは、１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

円 － 円

類似
団体

40.5 歳 328,721 円 379,338 円

国 40.7 歳 325,724

円 388,439 円

山梨県 41.5 歳 382,024 円 430,655 円

北杜市 41.0 歳 332,300

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。 （平成
１６年～１８年の３ヶ年平均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点にお
いて完全に一致しているものではない。
※年収ベースの「北杜市（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍した
ものに、北杜市においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給さ
れた年間賞与の額を加えた試算値である。

30

265

5,193

円

山梨県 49.0 歳 343,573 円 円

職員数

50

9

10

234,500

261,200

平均給与月額（A）

234,500

251,600

民　　　　　　　　間

53.9

類似職種
参考
A/B

円用務員

0.97

調理師 39.9

自家用乗用自動車運転手

参考　年収ベース（試算値）の比較

C/D

円

円

区分

うち自動車
運転手
うち学校給
食員

民間（D）

1.10

1.07

270,700 円

312,900

262,200

円

円

－

317,172

384,037

321,700 4,564,100

4,006,600

3,284,300歳 1.03 うち用務員

5,021,100

歳 円292,100 4,279,400

平均年齢 平均給料月額(B)

円3,811,700227,200

0.90

47.1 歳 円

円

円

区分 平均年齢 平均給料月額

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外手当などの
諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの
である。
　また、「平均給与（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務手当
等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもので
ある。

1.16

円

北杜市（C）

320,514

306,044

361,019

円

円

円

円

円

類似団体

国

うちその他技能労務員

うち用務員

うち学校給食員

うち自動車運転手

47.3 歳 294,501 円40

円

50.7 歳 250,900 円

円

48.8 歳 287,094 円

243,100 円49.9 歳

歳 円

53.1 歳

歳 272,000 円49.2

北杜市

57.4

257,200

平均給与月額（国ベース）

259,500

円

円

円

261,700

301,100

円

円

231,4001



（２）職員の初任給の状況（平成１9年４月１日現在）

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１9年４月１日現在）

（注）

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成１9年４月１日現在）

（注） 1 北杜市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

26.4

％

％
％
％
％

13.2

18.5
11.4

円

技　能 高校卒 135,600

部長、支所長 人

円

職員数

円220,600

円

山梨県

7級

課長、主幹

人

19 ％
％

円

円

－

大学卒

円

区　　　　　分 北杜市

高校卒

大学卒

138,400

円 円一　般

円

労務職 中学卒 127,700 円

142,800

170,200

一　般

教育職 円

行政職

技能労務職 高校卒 180,100

行政職

区分

262,800

高校卒

区分

経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうもので
ある。

標準的な職務内容 構成比

円 321,200

232,900

411,300

256,700

170,200

4級 副主幹 84 人

6級 部長、支所長、課長

経験年数１０年

276,100

317,100

円

円

350,400

176,800

円

4.2

145,100

円

円

60 人
人

3級

5級 52

主査 120
19.8
6.6

人
人

2級 主任 90
１級 主事・技師 30

138,400

経験年数２０年経験年数１５年

円 170,200

円円

127,700 －

国

大学卒 321,300 円 358,700 円

円大学卒 197,400 円教育職 176,800

1級, 6.6 1級, 9.1
1級,

2級, 19.8
2級, 19.3

2級,

3級, 26.4 3級, 25.9

3級,

4級, 18.5
4級, 23.4

4級,

5級, 11.4
5級, 7.4

5級,

6級, 13.2 6級, 12.3

6級,

7級, 4.2 7級, 2.5

7級,

, ,

,

, ,
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平成１9年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



（２）昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（１）期末・勤勉手当

１人当たり平均支給額（18年度） １人当たり平均支給額（18年度）

千円 千円

（ 年度支給割合） （ 年度支給割合） （ 年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算 ５～15％ ・役職加算 ５～20％ ・役職加算 ５～20％

・管理職加算 措置なし ・管理職加算 10～25％ ・管理職加算 10～25％

（注） （　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当（１9年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 定年前早期退職3～30% その他の加算措置 定年前早期退職2～20%
１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）

（３）地域手当（19年４月１日現在） ※本市では該当なし

人

人

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

人％

1.45

人事評価制度を導入していないため、勤勉手当への勤務成績は全職員標準とみなし
ている。

1,473

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

支給実績（１８年度決算）

国

－

18

1.45

18

3.0

23.50

33.50

3.0

円

59.28

％

％

国の制度（支給率）

％

1,819

山梨県

－

18

3.0

％

1.45

千円

北杜市

47.50

％

－

北杜市

人事評価制度を導入していないため、昇給への勤務成績は全職員標準とみなしている。

国

(1.6)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額
である。

25,537

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.75) (1.6) (0.75)(1.6) (0.75)

59.28

59.28

3,561

47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

30.55

41.34

23.50

33.50



（４）特殊勤務手当（19年４月１日現在）

支給実績（18年度決算） 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） ％
手当の種類（手当数）

（５）時間外勤務手当

千円
千円
千円
千円

（注） 支給額は、病院職員を含んだ額である。

16.9

手当の名称

区分

85,118
327

68,781
295

全職種

604,673
85,259

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務主な支給対象職員

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

行路死亡人及び変死人処理手当

防疫等作業手当

保健衛生及び社会福祉業務従事手当

教育業務連絡指導手当

学校兼務手当

福祉部門職員他

教職員
市立病院職員

支給実績（18年度決算）

支給実績（17年度決算）

緊急業務手当
夜間看護手当

用地交渉業務手当

教員特殊業務手当

滞納整理手当 税務部門職員他 市税の徴収

本務高以外の兼職

連絡調整、助言

危険現場業務手当

夜間介護手当

徴収額の1000分の5の範囲内

日額250円市立病院職員

1回500円（夜間は700円）

1回4400円
市立病院職員 夜間勤務 1回7800円～2000円

月額400000円～100000円

エックス線他被爆のおそれのある作業 日額250円

野犬保護・精神病患者の護送 1回800円・500円

建設部門職員
水道補修

夜間介護

建設部門職員

老人保健施設職員

生活環境部門職員

福祉・環境部門職員

1時間あたり600円

感染症の予防・患者の診察等

1回3000円死亡人の処置

用地交渉他 1回500円（夜間は700円）
高所・深所監督及び検査

1回500円（夜間は700円）

日額250円

救急患者の対応

1日200円
教職員 引率、クラブ活動の従事 1日3200円～900円
教職員

日額500円～1500円

放射線取扱手当 市立病院職員
医師診療実験従事手当 医師 診療他

へき地巡回車等の運転特殊自動車運転作業手当 市立病院職員

拘束手当



（５）その他の手当（１9年４月１日現在）

配偶者 円
配偶者が扶養親族の場合 円
配偶者が扶養親族でない場合 円
配偶者がいない場合 円 千円 円

２人目 円
３人目以上 円

16歳から22歳までの子１人につき 円
持家

借家 支給限度額 円 千円 円
持家 円 円

（２）その他

円

交通機関利用者 支給限度額 円
～ 千円 円
円

部長、支所長 ７級３種 円
６級３種 円

課長 ６級５種 円
５級５種 円
４級５種 円

院長 ５級１種 円
副院長 ４級２種 円

３級２種 円 千円 円
医長 ３級６種 円

２級６種 円
総看護師長 ５級５種 円
看護師長 ５級６種 円

４級６種 円
校長 ４級２種 円
教頭 ３級４種 円

５　特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

市長 円 円 ／ 円
副市長 円 円 ／ 円
議長 円 円 ／ 円
副議長 円 円 ／ 円
議員 円 円 ／ 円
市長 （１８年度支給割合）
副市長 月
議長 （１８年度支給割合）
副議長 月
議員

（算定方式） （支給時期）
市長 給料月額×在職月数×０．４２
副市長 給料月額×在職月数×０．２５ 在任期間ごと

（注） 市長、副市長の給料月額は、５％削減し、市長760,000円、副市長598,500円を支給している。

630,000
800,000

区分

280,000

給料月額等

51,200

473,912

39,500

74,500
41,100
28,200

28,600
66,300

報酬

給料

１
人
目

区分

扶養手当

24,500

退職手当

1,010,000

31,600

300,000
330,000

59,239

1,000

内容及び支給単価

276,000

380,000
406,000

41,600
39,700

79,800
105,400
37,000

62,000

管理職
手当

配
偶
者
以
外

5,000

同 247,35889,049
6,000

－11,000
6,500
6,000

5,000

13,000

国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当た
り平均支給年額

支給実績

（１8年度決算）（１8年度決算）

交通用具利用者 通勤距離に応じ
2,000

55,000

4,000
27,000

－

異
2,500

71,259

48,145 131,185
（１）新築・購
入５年間

3.3

－ －

551,000

235,000
463,000

205,000

400,000

期末手当

通勤手当

住居手当

同

4.45

800,000

49,810

58,200



６　部門別職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

［ ］ ［ ］ ［ ］
（注） 1 職員数は一般職に属する職員数である。

2 ［　　　］内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（１９年４月１日現在）

２８歳 ３６歳

３１歳 ３９歳
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

-6
0
-6

-25

0
1
-1
-3

0
-1

４８歳

113

〈参考〉
人口１万人当たり職員数　　　167.51人

98

以上

４４歳

0

-26

0

対前年増減数

〈参考〉
人口１万人当たり職員数　　　118.90人
（類似団体の人口１万人当たり職員数　103.28人）

５２歳 ～

５１歳

～

５５歳

～

５９歳

５６歳２４歳

61 834

計

100114 116 83 77

６０歳

議 会
総 務 企 画

　　　　　　　　　区　分
部　門

一
般
行
政
部
門

税 務
民 生
衛 生
農 林 水 産
商 工
土 木

小 計

特
別
行

政
部
門

公
営
企
業
等

会
計

病 院
水 道
下 水 道
そ の 他

教 育

小 計

普通会計計

消 防
121 115

主な増減理由

〈参考〉
人口１万人当たり職員数　　　　95.80人
（類似団体の人口１万人当たり職員数　76.03人）
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（３）定員適正化計画の数値目標及び進捗率
①　定員適正化目標（数・率）

△65人

②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標
平成１８年度～２２年度までの５ヶ年で全部門（一般行政、

特別行政、公営企業等）において６５人（削減率７．４％）の
減員を図り、職員数を８１１人とする。

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）
（参考）

計画前年１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 数値目標
減員
増員
差引
職員数

（注） 1 計画期間は、18年～22年の５年間である。
2 （　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

（参考） （各年４月１日現在）
減員
増員
差引 (200.0%)
職員数
減員
増員
差引 (-25.0%)
職員数
減員
増員
差引 (104.6%)
職員数

７　公営企業職員の状況

（１）病院事業
①職員給与費の状況
ア　決算

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
千円 千円 千円 ％ ％

イ　予算

人 千円 千円 千円 千円 円
年度

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は当初予算に計上された数である。
3 給与費は当初予算に計上された額である。

2

△ 77
9

△ 6

△ 4

△ 64

△ 64

18年～22年
計

平成23年3月31日

4

45.64

総費用に占める
職員給与費比率

△ 12

△ 12

△ 68

１７年度の総費用に占
める職員給与比率

△ 69

終期
計画期間

数値目標

　　　　　　　　区
分

22年21年20年19年18年17年

平成18年4月1日
始期

△ 54△ 10△ 8△ 1

△ 54△ 10△ 8 (118.5%)
468

△ 6
3

△ 9
3

476
△ 1

477502522

一般行政
△ 25△ 20

△ 25△ 20

特別行政
3
3

△ 6 △ 2

△ 3
118 121 115 113 113 112 115

△ 6 △ 2

公営企
業等会

計
1 5
1 5

△ 1

△ 2 △ 1 △ 9
16

△ 1

△ 8
236 237 242 240 239 238 228

△ 2 △ 1

計

△ 20 △ 31

△ 16 △ 26
4 5

△ 9

△ 5 △ 9

1,716,929

△ 65
876 860 834 829 820 808 811

△ 5

職員給与費
純損益又は
実質収支

総費用
区分

１８年度

区　分
職員数

3,761,555

19 198

給料 職員手当

一人当たり

Ａ

39.62

Ｂ
給　与　費

Ｂ／Ａ
期末・勤勉手当 計

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

△ 257,677

6,293,076686,868 280,493 278,668 1,246,029

△ 1

△ 1

458468
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